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経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
  チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
 ２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
  構造に弾力性があることを示している。
 ３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
  した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

●経常収支比率：財産運用収入（軍用地貸付収入）があるために類似団体平均値を下回っている状況である。近
年、扶助費や新たな公共施設整備等による公債費が増加していく傾向にあることから、引き続き事務事業の見直
しや公共施設の指定管理者制度の活用を行い経常経費の削減に努める。

●普通建設事業：普通建設事業の人口１人当たり決算額が急激な伸びを示しているのは、北部振興事業、島懇
事業・漁港建設事業や学校改築事業等が平成１９年度に集中したためである。また本村は南北に細長い地形で
あり重点的な施設整備が難しいことによるものである。本事業の終了に伴い一定のピークは過ぎたものの今後も
学校校舎の改築等があることを鑑みると施設整備の平準化を図り急激な建設事業費の抑制に努める。

●人件費：類似団体平均値をやや下回っているのは集中改革プランに基づく定員管理目標を達成したことによる
ものであるが今後は住民サービスを低下させることなく定数管理削減目標の見直しを行うかを検討していく。

●物件費：類似団体平均値と比較して高い水準にあるのは、運動施設・海浜公園等の施設運営費及び松食い虫
危険木伐倒・し尿処理等に係る委託料が主な要因であり、施設等については順次指定管理による民間委託を進
めているところである。

●扶助費：類似団体平均と比べて高い水準にあるのは公立保育所（３園）の運営に係る保育所費が主であり今
後、民間委託等も含めてコスト縮減に向けて取り組んでいく。

●補助費等：補助費等が類似団体平均値を下回っているのは、集中改革プランに基づく各種団体等の補助削減
を実施したことによるものであり、引き続き補助金の適正化を図りつつ、補助金の統廃合に向けて取り組んでい
く。
●その他：類似団体平均値を下回っているが下水道事業や国民健康保健事業会計等への繰出金の増加抑制に
努めていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,130,282 109,396 108,310 1.0
賃金（物件費） 55,060 5,329 7,093 ▲ 24.9
一部事務組合負担金（補助費等） 160,514 15,536 15,722 ▲ 1.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 1,203 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 4,713 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 27,372 2,649 2,346 12.9
▲退職金 ▲ 141,030 ▲ 13,650 ▲ 10,690 27.7
合計 1,232,198 119,260 128,696 ▲ 7.3

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 12.00 12.36 ▲ 0.36
ラスパイレス指数 92.8 92.4 0.4
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

295,184 28,570 68,793 ▲ 58.5

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 924 89 15,674 ▲ 99.4
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

64,684 6,261 8,188 ▲ 23.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

100,933 9,769 2,841 243.9

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

764 74 44 68.2

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 206,590 ▲ 19,995 ▲ 53,492 ▲ 62.6

合計 255,899 24,768 42,048 ▲ 41.1
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

2,645,167 263,910 14.4 110,290 ▲ 9.0 23.4

うち単独分 636,317 63,486 ▲ 27.4 62,779 ▲ 8.5 ▲ 18.9

2,260,056 222,337 ▲ 15.8 90,219 ▲ 18.2 2.4

うち単独分 489,888 48,194 ▲ 24.1 53,069 ▲ 15.5 ▲ 8.6

1,731,517 168,174 ▲ 24.4 102,700 13.8 ▲ 38.2

うち単独分 464,819 45,146 ▲ 6.3 59,429 12.0 ▲ 18.3

1,308,488 127,099 ▲ 24.4 87,174 ▲ 15.1 ▲ 9.3

うち単独分 344,246 33,438 ▲ 25.9 48,477 ▲ 18.4 ▲ 7.5

3,187,860 308,542 142.8 86,616 ▲ 0.6 143.4

うち単独分 402,921 38,997 16.6 49,776 2.7 13.9

過去５年間平均 2,226,618 218,012 18.5 95,400 ▲ 5.8 24.3

うち単独分 467,638 45,852 ▲ 13.4 54,706 ▲ 5.5 ▲ 7.9
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